
 

貸 借 対 照 表 

令和７年３月３１日現在 

名古屋臨海通運株式会社                           (単位:円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科    目 金  額 科    目 金  額 

流 動 資 産 

 現 金 及 び 預 金 

     未 収 運 賃  

    未 収 金 

    短 期 貸 付 金 

  前 払 費 用 

 

固 定 資 産 

 有形固定資産 

 車 両 

 建 物 

 構 築 物 

  備 品 

 土 地 

 無形固定資産 

 電 話 加 入 権 

 投資その他の資産 

 投 資 有 価 証 券 

 差 入 保 証 金 

 長 期 前 払 費 用 

     そ の 他 投 資 

376,095,722 

200,347,396 

66,375,207 

6,697,560 

100,000,000 

2,675,559 

 

113,002,784 

83,729,356 

6,693,774 

1 

2 

5 

77,035,574 

132,600 

132,600 

29,140,828 

28,540,000 

325,170 

36,728 

238,930 

流 動 負 債 

 未 払 金 

 未 払 法 人 税 等 

 未 払 消 費 税 等 

 賞 与 引 当 金 

 

固 定 負 債 

 預 り 保 証 金 

 繰 延 税 金 負 債 

 退職給付引当金 

 

52,193,714 

46,219,270 

221,300 

3,863,200 

1,889,944 

 

11,497,003 

1,215,911 

7,105,306 

3,175,786 

 

負 債 合 計 63,690,717 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

 資 本 金 

 資 本 剰 余 金 

 資 本 準 備 金 

 利 益 剰 余 金 

 その他利益剰余金 

 別 途 積 立 金 

 繰越利益剰余金 

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券評価差額金 

411,615,135 

45,000,000 

8,928,008 

8,928,008 

357,687,127 

357,687,127  

250,000,000 

107,687,127 

 

13,792,654 

13,792,654 

純 資 産 合 計 425,407,789 

資 産 合 計 489,098,506 負債・純資産合計 489,098,506 

 



損 益 計 算 書 

令和 ６ 年 ４ 月 １ 日から 

令和 ７ 年 ３ 月３１日まで 

 (単位:円) 

科     目 金      額 

 

 営 業 収 益 

 

 営 業 費 

 一 般 管 理 費 

 

 営 業 損 失 

 

 営 業 外 収 益 

 受 取 利 息 及 び 配 当 金 

  駐 車 場 収 入 

 雑 収 入 

 営 業 外 費 用 

 駐 車 場 経 費 

 雑 支 出 

 

 経 常 損 失 

 

税 引 前 当 期 純 損 失 

 法人税･住民税及び事業税 

 当 期 純 損 失 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

703,947 

295,000 

2,142,983 

 

156,700 

438,800 

 

 

 

 

 

 

 

 

253,270,144 

 

238,071,423 

  19,197,720 

 

3,998,999 

 

3,141,930 

 

 

 

595,500 

 

 

 

1,452,569 

 

1,452,569 

442,500 

1,895,069 

 

 



  

個 別 注 記 表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。) 

時価のないもの 総平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 定率法 

３．引当金の計上基準 

 (1) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当期帰属分を計上しており

ます。(夏季手当に係る社会保険料等含む。) 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額に基づき算出した金額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており

ます。 

４．消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 151,654,103 円 

２．親会社に対する短期金銭債権及び債務  

短期金銭債権 5,594,314 円 

短期金銭債務 8,020,106 円 

 

損益計算書に関する注記 

１．親会社との取引高 

営業収益 52,657,940 円 

営業費 31,287,720 円 

営業取引以外の取引高 7,692,000 円 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 90,000 株 

 



  

税効果会計に関する注記 

繰延税金負債 その他有価証券評価差額金 7,105,306 円 

 

リースにより使用する固定資産に関する注記 

該当事項はありません。 

 

関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社 
    (単位:円) 

属 性 会社等の名称 
議決権等の所有

(被所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

親会社 
名古屋臨海鉄

道株式会社 

被所有 

直接 100％ 

鉄道輸送に

係る運賃及

び受委託 

建物の賃借 

電子申告委

託 

役員の兼任 

3名 

業務請負等 52,657,940 未収金 5,594,314 

入換料等 16,479,720 

未払金 8,020,106 建物の賃借 20,604,000 

業務委託金 1,896,000 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し価格交渉の上で決定しております。 

(注２) 取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 4,726 円 75 銭 

１株当たり当期純損失  21 円 05 銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当する重要な後発事象はありません。 


